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北海道大学 1999.12

監査人による内部統制の評価の対象領域についての一考察
1950年代を中心に

栗演

1.はじめに

監査人による財務諸表監査は， r財務諸表が
一般に認められた会計原則に準拠して，財政状

態および経営成績を適正に表示している」とい

うことについての意見を表明することを目的と

して行われている。監査人は，このような財務

諸表監査の目的を達成するために，監査証拠の

収集・評価を実施して，監査意見を表明する

「合理的な基礎」を形成している。

財務諸表監査は，監査人による証拠の収集・

評価活動のさまざまな段階において，被監査会

社の内部統制(InternalControl)に大きく依

存した仕組みを取っている。それゆえ，財務諸

表監査は，内部統制への依存を前提として，そ

の評価という問題を避けて通ることができない

のである。

財務諸表監査において，内部統制に関する議

論は大きく二つに分けることができる。第ーに，

内部統制の定義および概念そのものを明らかに

しようという試み，第二に，財務諸表監査にお

ける内部統制の評価の対象領域をどのように規

定するかというものである。

内部統制は，これまで一定の定義および概念

によって明らかにされてきたのではなく，時代

に応じてさまざまな定義および概念が模索され

てきたものである。今日，アメリカにおいて，

COSO (The Committee of Sporisoring Organ罰

ization of the Treadway Commission)報告
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書が公表されて以降，第一に関する議論はとり

あえず鎮静化していると考えられる。

元来，内部統制は，経営者が企業における業務

の有効性および効率性，資産の有効な利用およ

び保全，財務報告の信頼性，法規の遵守などの

目的を遂行するために設定したすべての方針お

よび手続から構成される仕組みである。内部統

制を設定し，維持する責任は経営者にある。ま

た，適切な内部統制の設定・維持は，経営責任

を適切に解除 (discharge)するのに不可欠で

ある。ところが，監査人は内部統制が財務諸表

監査の目的達成に貢献することから，それを財

務諸表監査において利用している。内部統制は，

経営者が経営目的の達成のために，コストとベ

ネフィットを考慮して設定したものであり，監

査人が財務諸表監査の目的のために設定したも

のではない。

立場の違いによって，同じ対象も，異なる意

味をもつことになり，違ったものの見方ができ

るために，財務諸表監査の立場と経営目的の立

場とで，内部統制に対する関わり方が異なって

くる。そこで，監査人が内部統制を正しく捉え

るためには，財務諸表監査の立場から，監査人

が内部統制のどの部分に関わるか，すなわち監

査人による内部統制の評価の対象領域が，最も

重要な課題として検討されなければならなし、。

ところで，内部統制の定義および概念をはじ

めて体系的に明らかにしたのは， 1949年 AIA

(American Institute of Accountants)が公表

した特別報告書『内部統制』である。財務諸表

監査の立場における監査人による内部統制の評
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価の対象領域は，この『内部統制』をめぐる論

争を土台にして，展開されてきたものと思われ

る。なぜならその後，監査手続書および監査基

準書を中心に議論されることになるが，それら

が示した財務諸表監査の立場における監査人に

よる内部統制の評価の対象領域は， u内部統制』
をめぐる論争を土台にして展開されたものと考

えられ，これらの論争は意義深いものと思われ

るからである。そこで本稿では， u内部統制』
をめぐる各論者の見解を中心に，財務諸表監査

の立場から監査人による内部統制の評価の対象

領域について検討するが，その際に，それがど

のような要因によって規定されるのかという観

点から考察する。そして，財務諸表監査の立場

における監査人による内部統制の評価の対象領

域を規定する要因の導出を試みることで，財務

諸表監査の立場における監査人による内部統制

の評価の対象領域に対する今後の考察の基礎を

f尋ることとする。

2.財務諸表監査と内部統制との関連

詳細な検証 (detailedverification) あるい

は精査から試査 (testing)に移行した理由は，

単に事業体の規模が拡大したことにより，監査

人がすべての取引を検査するのはもはや無理で

あったからと考えられる。 しかしながら，

Dicksee (ed. Montgomery 1905， p. 54)はその

著書の中で， I適切な内部牽制 CInternal

Check)は，しばしば精査の必要性を省くことに

なるだろう」と記述している。この指摘は，詳

細な検証の量を決定する基礎として内部牽制を

認識し，内部牽制と監査との関係を最初に明ら

かにしたものであった (Brown，1962)。その

後， Montgomery (1912， p. 82)は， I満足な内

部牽制が存在する場合には，監査人は，精査をす

るように期待されないし，またそうすべきでは

ないJと述べている。

この時期の文献においては，内部統制の重要

性は監査において十分に認識されており，試査

の範囲との関連性も十分に認識されていたとい

えるだろう1)。後に，さまざまな文献において，

内部統制と実施される試査の範囲および監査計

画との関係が記されるようになり，内部統制の

評価は監査計画を設定する際の基本的なステッ

プとして，監査人の間で広く受け入れられるよ

うになった。内部統制と監査との関係の重要性

は，古くから認識されており，監査において内

部統制は大きな意味を持っていたといえるので

ある。

財務諸表監査と内部統制との関係は，アメリ

カの監査基準書の SAS(AICPA Statement on 

Auditing Standard). 78号の第 1項で示されて

いる実施基準の第 2(the second standard of 

field work)において，つぎのように明確に定

められている。

「監査を計画し，実施すべきテストの性質，

時期および範囲を決定するために，内部統制を

十分に理解しなければならない。」

財務諸表監査は，内部統制への依存を前提と

して，試査でもって監査証拠を集めて，財務諸

表の適正性に対して意見を表明するという仕組

みとなっている。財務諸表監査は，被監査会社

の内部統制を十分に考慮しながら計画され，そ

して実施されるのである。

内部統制の評価は，とくに監査計画を設定す

る際に行われる試査の範囲を決定する目的のた

めに実施されるのである。つまり，内部統制の

評価は，監査計画を設定する際に行われる試査

の範囲を決定する基礎を提供するものである。

1) Brown (1962， p. 700)によると， ["不幸なことに，
文献は実際の実務よりも勝っていた。監査人は試査
Ctesting)の技術の利用を拡大したのであったが，
試査の範囲の決定は，内部統制の評価を信頼して直

接には実施されていなかった。つまり，まだこの時

期において、試査の範囲の決定は、内部統制の評価
に基づいて行われていなかった」ということである。

この記述から言えることは，監査人は内部統制が存
在していたから，それを基礎として実施される試査

の範囲を決定していたという流れは必ずしも言えな
いということである。
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このことは，監査計画を設定する際には，内部

統制の評価結果を考慮し，その評価結果に基づ

いて最も適切な監査手続を選択し，また，その

手続の最も適切な時期を予定することが要求さ

れているということである。ただし，注意すべ

きことがある。 Sprague(1956， p. 51)によれ

ば， I監査基準において，監査計画は，内部統制

の適切な評価によることになっている。一方，

実際において，内部統制の有効性は，大部分監

査計画の結果によって判断されなければならな

いのである」ということである。また， Levy 

(1957， p.29)によると， I試査も多くの部分に

おいて，既存の内部統制が有効に機能している

ということを監査人に満足させる手段として，

役立っている」ということである。要するに，

内部統制の有効性の評価は，監査計画の遂行過

程において逐次実証される関係にあるというこ

とである(河合， 1967)。

監査計画を設定するために行われる内部統制

の評価は暫定的であり，内部統制の有効性の評

価が確定するのは，監査計画および試査の範囲

が満足に決定され，財務諸表監査の目的が十分

に達成されたという判断が行われたとき，すな

わち監査の終了時に確定されるということに注

意する必要がある。

監査を実施する上で，監査人が評価する内部

統制は歴史的にも重要な位置づけがなされてお

り，財務諸表監査においても，その重要性は変

わらない。

さらに，監査人は，内部統制の評価において，

重大な内部統制の欠陥を認識した場合には，そ

の事実を経営者らに指摘し，これらの問題が解

決されるように助言および指導するのである。

もちろん，監査人による助言および指導が受け

入れられるかどうかは，経営者の姿勢に任され

るものである。

つまり，財務諸表監査の立場において，監査

人はとくに監査計画を設定する際に行われる試

査の範囲の決定のために内部統制を評価し，内

部統制に重大な欠陥がある場合には経営者らに

助言および指導を行うものと考えられる。内部

統制の評価は，財務諸表監査と不可分の関係に

あると言える。

では，財務諸表監査の立場において，監査人

は内部統制のどの部分に関わるのであろうか。

財務諸表監査において，内部統制をどこまで評

価するか，すなわち監査人による内部統制の評

価の対象領域をどのように規定するかは大きな

問題である。

3.財務諸表監査における内部統制概念、の変遷

の起点

内部統制は，これまで一定の定義および概念

によって規定されてきたものではなく，時代に

応じてさまざまな定義および概念が規定されて

きた。財務諸表監査において，監査人による内

部統制の評価の対象領域はどのように規定され

てきたのであろうか。内部統制は，内部牽制の

考え方を基礎として発展してきた。内部牽制と

は，業務や取引のはじめから完了までに至るす

べての手続を一人の者に完全に任せるのではな

く，適切な権限と責任をもとに複数の者に分担

させ，相互にチェックさせることによってその

業務や取引が正確に行われることを保証する仕

組みである O そのもとで内部統制は，不正およ

び誤謬を発見または防止し，そして不正および

誤謬の情報をフィードパックし修正するという

機能を有している。

内部統制は帳簿組織の自動検証機能から帳簿

事務の分掌化さらには内部監査機能の追加といっ

た内部統制要素の質的拡大，あるいは，現金を

中心とした会計・財務職能から企業の経営職能

全体への領域拡大にほぼ即応しながら変化し純

化されてきた(鳥羽， 1983， 270頁)。

内部統制が，帳簿組織，内部牽制だけの段階，

あるいは，それが主に会計事項に関連し，内部

牽制と内部監査だけから構成されていたと捉え

ていた段階においては，その評価の対象領域を

財務諸表監査の立場からどのように規定するか
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という関惑はあまり起らなかった。なぜならこ

の段階での内部議鶴の据え方は，

ら財務語表監査に役立つ内部統制与を甥

しようという接近方法であったからである。

よび誤謬の発見または鈴あるいは会

計記録の正確性および信頼性という点から内部

統制を理解しようとしていたことは，そ

していると思われる。

しかしながら，

で，内部統制の役制が不正およ

たは防止し，会計記銀のi正確性および岳頼性を

確かめるという点だけでなく，資産会有効に利

用・保全し，業務を有効かっ効率的に突進い

さらには，定められた経営方針の遵守安儲る

で役立つ経堂審理の手段として認識dれるにつ

れて，内部統轄は民義に理解されるようになっ

た。内部統縦そ財務諸表監査の立場から接近し

理解しようとした考え方から，経営E

から諜解しようという考え方へ転換が行われた

と考えられる。

内部統市IJの主主義および概念がはじめて体系的

に明らかにされたのは， 1949年に AIAが公表

した特別報告番『内部続制Jである。今日の内

部統治i捺念はこの報告撃を出発点としていると

いう慾繰において，歴史的にも意義深いもので

ある(鳥羽， 1983， 272真)0H内務総務IJJIは，つ

ぎのように内部統畿を定義した。

rl村部統制は，企業の資産後保全し，
料の正確性および信頼性を穣かめ，業務能率告と

促し，定められた経営方針の遵守を使議するた

めに，企業のi村部において採用された組織計画

およびすべての調獲方法と手段そ含むものであ

る。J(p.6) 

された内部絞艇の詩的で明らかな

ように， H内部統制』は， 言的の立場から

れているものであるo そして，それは，

i村部統制を設定し，縫持する責任は緩営者にあ

ることを甥破に示した。元来，内部統制は，経

営者が経営践的を遂行するために設定したすべ

ての方針および手続から構成される仕組みであ
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るO 財務諸表監査の立場においても

監賓のための内部続載という理解から，

るために設定し維持される仕組みと

して内部統制を理解するように明示したものと

思われる O

この『内部統君主uは，
査に加え，予算統制，

よび内部磁

内部報告告1]紘

持器研究，動作研究

などを含むものである。内部統制概念は，

財務職能に対してだけでなしその{哉の経営職

能に対しでも等しく拡大されているのである

(鳥翠， 1983)。
この特別報告書の内部議紛の定義は，これま

で財務諸表監査が考慮してきた内部統制よりも

あったため，こ

に，財務諸表監蕊の立場か

銃器の評価の対象韻域をどのように鏡定すべき

かをめぐって，さまざまな見解が論じられるよ

うになった。この『内部統制jが経営目的の立

ら広義に理解された段階から，

悩すべき内部統艇の対象領域をどのように規定

するかが財務繍表監査において盤裂な問題とし

て認識されたと思われる。財務諸表監査の立場

から，護主張人による内部統制の評癌の対象悩域

を明維にする必要が主主じたものと考えられる。

そして， これらの論争を受けて， AICPA 

〔アメザカ公認会計士協会〉は， SAP 缶詰ぬ-

ment on Auditing Procedure) 29号『独立震を資

人の内部統制の検討の範閥jという公式的t，;，窓

し，結着姿罰ろうと考えたと窓われるo

SAP29号は，会計統制と経営統制に二分する考

え方を公表し 2) 監査人による内部統制の評錨

2)会計総務IJとは，主として潔震設の保全と財務記録の信

綴倣iこ関連し，また， これ，らに直接関連する緩3雪組
綴およびすべての方法とそ手続からなる。これらは→

般に，権限とえゑ認の斜度，記録の作成や会計報告に

演する意義務と多義務あるいは資室主管獲に関する職務と

の分緩，愛媛(J)現物管理および内務監査といった統

制号長会んぜいる。これに対して，綴苦言統制は，主と

して絞3霊能察および綴t芝方選十の遵守に喜善速し， また
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の対象領域を主に会計統制に限定した。その後，

SAP 29号が示した基本的な考え方は， SAP 33 

号『監査基準と監査手続』を経て， SAP 54号

『監査人による内部統制の調査および評価』に

受け継がれた。これらの監査手続書3)によって

示された財務諸表監査の立場における監査人に

よる内部統制の評価の対象領域は，これらの論

争を土台にして展開されてきたものと考えられ，

これらの論争は意義深いものと思われる。

監査基準書は，財務諸表監査の立場から，監

査人による内部統制の評価の対象領域を規定し

ているものである。財務諸表監査において，内

部統制の評価の対象領域をどのように規定する

のかという問題が，時代に応じて，さまざまな

模索が行われ規定されてきたのである。それは，

監査基準書の変遷を見ても分かるであろう。そ

して，監査基準書の変遷が展開される起点とし

て考えられるのが， 1949年の特別報告書『内部

統制」をめぐる論争であると思われる。

では， 1949年の広義の『内部統制』をもとに，

財務諸表監査の立場から，どのように監査人に

よる内部統制の評価の対象領域を規定したので

あろうか。

4.財務諸表監査における内部統制の評価の対

象領域を規定する要因

内部統制は，本来，経営目的の立場から経営

者が設定した経営管理の手段である。一方，財

務諸表監査の立場において，監査人は，内部統

制の仕組みが財務諸表監査の目的の達成に貢献

することから，それを利用するために内部統制

を評価している。しかし，その対象は，内部統

財務記録に対しては通常間接的な関係しかもたない
組織計画およびすべての方法と手続からなる。これ

らは一般に， 統計的分析、時間研究や動作研究，
業務報告， 従業員訓練計画および品質管理といっ

た統制を含んでいる。 (SAPNo. 29， para.5) 
3)この当時は、監査基準書 (SAS)ではなく，監査手
続書 (SAP)という名称で呼ばれていた。

制全体ではない。監査人による内部統制の評価

の対象領域は，財務諸表監査の立場から規定さ

れるものである。

財務諸表監査における内部統制の評価の対象

領域は， 1949年の特別報告書「内部統制』をめ

ぐる論争を土台にして，展開されてきたものと

思われる。その後，これらの論争を受けて，内

部統制の評価の対象領域は，監査手続書および

監査基準書を中心に議論されることになる。も

ちろん，時代に応じて，財務諸表監査における

内部統制の評価の対象領域は，さまざまな要因

によって変遷を辿ることになる。しかし，広義

の『内部統制』をめぐる論争が最も端的に財務

諸表監査の立場から監査人による内部統制の評

価の対象領域をどのような要因から規定すべき

かを試みてきたという点で，意義があるものと

思われる。したがって， Byrneをはじめとする

各論者の見解を検討することは，規定要因を考

察する上で有益であると思われる。さらに， こ

れらの論争を受けて展開された監査基準書が，

どのような要因によって監査人による内部統制

の評価の対象領域を規定してきたかを見る上で

も，これらの見解を考慮することは有益である

と思われる。以下では，まず代表的な論者の見

解を検討し，監査人による内部統制の評価の対

象領域を規定する要因の抽出を試みる。

(1) Byrneの見解

Byrne(1957)は， 1949年の広義の『内部統制』

では，監査人の責任は広義の内部統制全般にわ

たるものと捉えられてしまうという危倶から，

財務諸表監査の立場から監査人による内部統制

の評価の対象領域を規定しようと試みた。彼は，

内部統制を分類し，それらに適切な名称を採用

しなければ，監査人の責任と監査計画との観点

から，監査人による内部統制の評価の対象領域

は誤解が生じてしまうと考えた。なぜなら監査

人の責任と監査計画は内部統制のそれぞれの区

分に関して大きく異なるからと述べている。そ

の考え方から，内部統制に関して，つぎのよう
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な概念的な三つの区分を提唱して，それぞれを

監査人の責任および監査計画とに関連づけて，

分析を試みている。

「・内部経営統制一業務の効率性を促進し，定

められた経営方針の遵守を促すために，企業に

おいて採用された経営計画およびすべての方法

や手段は，内部経営統制と呼ぶ。

・内部会計統制一会計記録の正確性と信頼性を

検証すること，いいかえれば，財務取引を正確

かっ適切に記録し要約することを意図した統制

方法は，理論的に内部会計統制と呼ぶ。

・内部牽制ーそれは，横領あるいはその他これ

に類似する不正から資産を保全する会計手続，

統計手段，物理的統制，あるいはその他の統制

手段として規定されるものである。J(p. 42) 

ただし，彼は， このように監査人の責任と監

査計画との関係において，内部統制を厳密に区

分することは困難であるけれども，概念的に区

分することは有用であると述べている。

では，彼が，監査人による内部統制の評価の

対象領域を規定するために用いた監査人の責任

と監査計画とはどのようなものであったのか。

彼によれば，監査人は財務諸表が適正に表示し

ているか否かについての意見を表明することに

対して責任を負っているが，横領その他これに

類似する不正を発見する責任は限定される4)と

している。すなわち，監査人の責任は，財務諸

表が一般に認められた会計原則に準拠して正し

く表示されているかどうかを確かめることに責

任があると指摘している。したがって，財務諸

表の適正性を表明することとの関係から，監査

人は内部経営統制に対する評価の責任はなく，

また内部牽制に対する評価の責任は限定される

4)この時代は，横領その他これに類似する不正に対

する監査人の発見責任は明らかに限界があるとい

う立場をとっていた。財務諸表に意見を表明する

ための通常の検査は，横領などこれに類似する不

正をしばしば発見するけれども，その発見を意図

したものではないということであった。

との考え方から，監査人による内部統制の評価

の対象領域を規定しようと考えたのである。

また，彼は，監査計画の設定に影響を及ぼす

領域と影響を及ぼさない領域という点から，監

査人による内部統制の評価の対象領域を区分し

ようと試みたのであった。内部統制の評価は，

その結果が監査計画の設定に影響するから，監

査人はその評価を認めているということである。

これらの関係から，彼は，つぎのように監査

人が評価する内部統制の対象領域を規定したの

である。

11.内部経営統制に関しては，調査および評

価の必要性はなく，また内部経営統制のあるな

しは，監査計画に対して(少しは影響し，また

例外的な場合はあるとしても)影響を与えるも

のではないということ。

2. 内部会計統制に関しては，監査人の第一次

的な責任である財務諸表の適正表示に対して，

内部会計統制が貢献する主たる統制であるから，

それを調査および評価することに重大な責任が

あるということ。

3.内部牽制に関しては，監査人は内部会計統

制と同様の責任をもつけれども，横領その他の

不正を発見する責任は限定されるので，そのた

めに監査計画に対する影響は制限されることに

なるということ。J(p.46) 

上述をまとめると，①内部会計統制と内部牽

制に対して監査人は評価する責任を負う(正し

くは，内部牽制に対して監査人は限定的に責任

を負う)が，内部経営統制に対しては責任を負

わないこと，②内部会計統制の評価は監査計画

に影響を及ぼし，内部牽制の評価は監査計画に

対する影響は制限されるものであり，そして，

内部経営統制の評価は監査計画に影響を及ぼさ

ないということである。 Byrneは，監査人の

責任と，監査計画に影響を及ぼすかどうかとい

う関係から，監査人による内部統制の評価の対

象領域を規定したのである。

以上を要するに， Byrneは，広義の『内部

統制』をもとに，監査人の責任および監査計画
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とを関連づけて，監査人による内部統制の評価

の対象領域を規定しようと試みたのである。こ

こでは，監査人の責任と監査計画が，監査人に

よる内部統制の評価の対象領域を規定する要因

として捉えることができると考えられる。

(2) Levyの見解

Levy (1957)は， 1949年の特別報告書『内

部統制』は，内部統制を広義に定義しているの

で，実際に監査人が行っている内部統制の評価

よりも包括的なものであると述べている。この

報告書をみると，監査人による内部統制の評価

の対象領域は，会計記録に関する統制を超越し

たものであると彼は指摘する。なぜなら監査基

準書は監査人による内部統制の評価の対象領域

を規定するものであるにもかかわらず， この報

告書は十分に規定していないと考えたからであ

る。

Levyは，監査人が内部統制を評価すること

は財務諸表の適正性に対して意見を表明するた

めのものであるから，監査人による内部統制の

評価の対象領域は会計記録に直接関係する統制

に限定して規定されるべきであるという考え方

を主張している。つまり，財務諸表に意見を表

明することに関連する事項に，監査人による内

部統制の評価の対象領域は規定されなければな

らないということである。つぎの引用文は，広

義の「内部統制』に対して，監査人による内部

統制の評価の対象領域についての Levyの考

え方を端的に表したものである。

「法的責任の見地からすると，監査人の責任の

範囲を広く考えることは明らかに危険である。

広義に定義された内部統制の目的は，不正を防

止し，その発生を最小限にすることだけを意図

したものではない。浪費や非能率から保全する

こと，また経営方針が有能で‘誠実な従業員によっ

て遵守されていることを保証することも，内部

統制の目的である。監査人による調査・評価の

目的は，主として，監査計画の設定に役立てる

ことにおかれており，それによって財政状態お

よび経営成績に関する意見を表明することが可

能になる。しかしながら，監査は経営診断では

ない。それゆえ，監査人の責任は会計記録に直

接関係している統制手段や方法の調査に限定さ

れるべきである。J(p.33) 

上述の引用から， Levyが，内部統制を監査

人の責任および監査計画とに関連づけて，監査

人による内部統制の評価の対象領域を規定して

いることが読み取れる。では，彼は，内部統制

を監査人の責任および監査計画とに関連づけて，

監査人による内部統制の評価の対象領域をどの

ように規定しようと試みたのであろうか。彼の

論文に基づいて，検討を試みてみる。

まず，彼は，財務諸表の適正性を表明するこ

ととの関係から，監査人による内部統制の評価

の対象領域を会計記録に直接関係する事項に監

査人の責任は限定されるべきであると主張した。

彼は，内部統制を監査人の責任とに関連づけて，

監査人による内部統制の評価の対象領域を規定

したのである。そして不正の発見は，主として

適切な内部統制を伴った会計記録のシステムに

おかれているという記述から，彼は， もし監査

人が不正の発見に対する責任を負う場合でも，

会計記録に直接関係する統制を見れば十分であ

ると考えていたと思われる。

また，彼の根底にある考え方は，訴訟に対す

る法的責任であった。訴訟になると，内部統制

の評価に対する明確な基準(監査人による内部

統制の評価の対象領域)がない場合，素人の陪

審員が監査人の責任を測定する基準を自ら作っ

てしまい，監査人にとって不幸な結果を招くと

いうものである。したがって， Levyは， この

点からも，監査人による内部統制の評価の対象

領域を規定すべきであると考えたのであった。

つぎに，監査計画との関係である。内部統制

の評価は，財政状態および経営成績に関して，

監査人が意見を表明するのに役立つ監査計画を

設定することを第一に意図していると，彼は指

摘する。彼は，内部統制を評価する意義は，監

査計画を設定する際に行われる試査の範囲の決
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定に役立つかどうかという

考えをもとに，設は，監査計闘を設定する際に

行われる試査の範践の決定の判断に影響与を及ぼ

すかどうかという関探かふ皇室査人による内部

統制の評価の対象領域を規定したのであった。

それゆえ，監護人による内部統総の評価の対象

領接は，会計記録iこ蓋接関係する銃製手段や方

されるべきであると主張した。

るに， Levy I丸法義の『内部統議IjJIに

ついて，監査人の資任および監査許嗣との関係

から，監査人による内部統制の詳絡の対象領域

を規定しようと試みたと考えられる。多少の相

違はあるが， Levyの考え方は， Byrneの

方とほぼ荷じであると璃解できるよ問、われる。

ここでは，監査人の鷲任と監査計磁が，監査人

による内部続会IJの詳儲の対象韻域を鏡定する要

因になると考えられる。

(3) Gradyの見解

Grady (1957)は，財務諸表藍査において内

統制の評議の対象領域を眼定的に捉えた

ちyrneや Levyの見解に対して， r狭義の見解
は会計職業にとって健全な立場ではないと諮じ

るJ(p令36)，あるいは，余計土職業の地故な

らびにその有用性を増大dせた主要な鴎自の一

つは，会計士の賓授について広義の見擦を進ん

で選択し，この繋授に応えることのできる有用

な人物を多数教育し割譲したことであるJ(p. 

39)と述べ，評癌の対象鎖域をJ1:く捉えること

る。彼は， Byrneらの狭義の見解iこ対

して，主に「奇的部統制に関する狭義の見地は，

われわれが監査業務の鶏果を増大させるか，減

少させるか。そして，最務諸島表議定資にどのよう

な危険をちたらすか。②内部組おjの評価に対す

る狭義の霊童丘援念は，公共会計騒業の現在の地

よぴ将来の可能性に合致するものであるの

か斗 (p.37)，という点から分析され，検討さ

れるべきであると指摘する。

そして，設は，監査計踏の設定にあたり，相

当の事前の知識を必要とするので狭義の見地は

危険であると述べている九つまり，後は，

立つ知識を制限することは適切な考え方ではな

く，毅護人による詳械の対象領域を狭義に規定

することは知識の制限につながり，かえって内

部統制の適窃な評鑓を制限してしまうことにな

ると指摘している。なぜなら会計部門以外で行

われる統制にも重要な情報が含まれてい

があるからである。監護計簡を設定する

われる試査の範翻の決定の判断に影響径及ぼす

かどうかを決定するためには，監護人による内

部統制の評舗の対象領域を過度に斜臨するべき

ではないということである。

つぎに，はじめから内務総雷統制を評価の対

象として考慮しないという考え方や，あるいは

との関係で内部殺制の評価を縦模する考え

方比監査の慈礎与を患うくするものであると彼

は述べている。監査入が試筆の範囲を決定する

場合や慰務務表に対して;葱;兇を表明する

行使ぢれる選手河野jな判断という見地からは， こ

のような考え方は舷るべきではないという指摘

である。つまり，監査人は会計部門を謡えた内

務s続鵠についても評価すべきであるということ

である。 B抑制や Levyが主張した内部統制

の評価に対する狭義の驚舵捷念を， Gradyは

したのである。…方で，動作研究，持関研

および品質管糠iふ財務諸表の適正設に重

要な影響を与えるものではない まれない

ということである。

しかしながら， Gradyの見解は， Byrneや

Levyの見解に土色べると，駈査人の費託および

して広く捉えられているが，

内部綾部を意斎人の責任および監支援計聞とに欝

連づけて，護資人による内懇親会IJの評価の対象

5) Gradyは， Byrneによって定義された内線経営統
苦労と内部牽剰に関係する務分が試宝をの紡闘の決定iこ

影響を及ぼTかどうかを分析した。その結果，内部
経営続税と内線道義制は，試賓の綴襲警の決定に重要な

影響袋持っており，それらに文守する知識を登査人が

持つ必要Eが品うると援策している。
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領域を規定しようとしている点では変わらない

と思われる。なぜなら彼は，経嘗者の立場から

定義された1949年の F内部統制』の内容s統制整
よび監査計聞とに関連づ

けて，護主務語表霊長畿の立場からの内部会計続鵠

概念的(鷺査人による内部統鰯の評植の対象鵠

域)を規定したからであるο ただし，この内部

会計統制概念は広義であるので，監査人が必要

であるかどうかを判断する余地が残dれたもの

である。

以上， Gradyの見解においても，監査人に

よるi村部統制の評磁の対象繍域也監査人の責

任と監室長百十闘とに翼連づけて論じている。

ここで注意すべきことは， ByrneやLevyのよ

うに狭く監査人の責任や監査計逝の設定後捉え

ていないということである。しかしながら，こ

こでも，監査人の重任と艶斎計開が，監査人に

よる内部統制の評価の対象鎖域告規定す

になると態われる。

出 Mautzの兎解

Mautz (1958)は，監査人による内部統制の

評価の対象鋭域を明確にする必裂があると

ている。畿の論文は，斑f子の監査基準は内部経

制の評価の対象領域を明訴していないという考

ら，五つの暫定的む基準後援活し，その

対象領域を規定しようというものである。その

中で，設は，監査人による内部統制の評価の対

象領域私命監査人の貢授と，舎監査計踏の設

定との隣係から，明織にしようと試みたので、あ

る。

6) Gr昌dyI久つぎのように内談会計統制を定義した。

ー内部会計統御iは， (1)不正または慾図的でない談議撃
による緩うたから資産を保全するために， (2)経営議まが

主意思決Aを行う襲警に利用する会計資料の正確伎と信
級官主を確かめるために，および(3)経営後継ぞ従遂し，

i:た，会計および総務部門が直接あるいは溺後約に

愛径を負うそれらの分野においてま絞められた方針へ

の遵守を促サために，企業内幸容において採用された

組織計綴や務整された手緩号をさきむものである。J
(p.40) 

彼は，監驚契約は完全な組織諜査 (system

survey)を金関することはできないので，

統制の評価に対する監査人の責任は，剰接され

るべきであると述べている。これは，監査人の

法的責缶の譲界からも重要であると指摘してい

る。この考え方は， Levyの監恋人の宣告に対

する考え方と同じである。駿恋人による内部統

制の評価の対象領域は，監査人の責任との関係

から，規定されなければならないと考えたので

ある。

また.Mautzは，射務諸表監資は，財務諸

表に対して態見を形成し表明するのに十分な情

報を鷺まま人が得る必要がおると考えた。彼iふ

監斎人が解決すべき一つの鰐題は，

として必要な内部統制の評錨の対象領域に

関係するものそ議期することであると指摘する。

そこで，彼は，内部経穀を詳細する目的は，

査計画の設定に基礎を提供するものであるか

監査人は組様，方針，

部門の職員iこ罷し

話務およ

るのに十分な程度

に，対象領域安拡張すべきであると述べている。

そして，設は，援を資計画の設建の基礎を提供す

るのに必要な内部統制の評議の対象領域を指摘

した。つまり，監査計聞との関係から，

による内部統治jの評価の対象領域は支援主主される

ということである。

要するに.Mautzは，後が擬唱する五つの

暫定的基準そ述べる際に，監護人の責任と

計画との隣係から，まず臨支援人による内部統制

の評価の対象積場が壊認されるべきことを指摘

したのである。ここでも，監査人の紫綬と監査

監査人による内部統制の評価の対象領

域を規定する嬰却であると考えられる。

以上，代表的な議者が，どのよう

よる内部統制の評価の対象領域を規定してきた

きた。そして，監査人による内部銃載

の評価の対象領域を規定する繋留を導出した。

これらの要鴎を整理する

これらの論争後受けて，

る。その前に，

された SAP
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が，どのようにこれらの論争を収数させたかを

検討する必要がある。なぜなら監査基準書はこ

れらの論争を土台にして，監査人による内部統

制の評価の対象領域を規定してきたからである。

SAP29号は，財務諸表の適正性についての意

見を表明するための監査人による内部統制の評

価の対象領域を規定しているものである。 SAP

29号は，これらの論争を受けて，内部統制を会

計統制と経営統制に二分する考え方を公表した

のである。この手続書は，会計統制は財務諸表

の信頼性に直接影響を与えるので，監査人が必

ず評価しなければならない領域であり，経営統

制は監査人が必ず評価すべき領域ではないが，

監査人が財務諸表の信頼性に影響を及ぼすと判

断する場合には，その評価が考慮されるという

見解を示しているのである。このように， この

手続書は，監査人の責任を主に会計統制に限定

しようとしている。しかし，会計記録の正確性

と信頼性に関連して必要と判断する場合には，

経営統制も評価の対象としている。

かくして， Byrneの示した内部牽制は SAP

29号においては会計統制に統合され，また経営

統制については， SAP 29号は「ある特定の場

合には」その評価は可能で、あるとして， Grady 

の見解にもある程度の支持を示した(鳥羽，

1983， 278-279頁;河合， 1967)。このことは，

監査人の責任との関係において Byrne や

Levyによる会計記録の正確性と信頼性に直接

関係する事項を監査人の責任とする考え方に，

Byrneの主張した資産を保全するための監査人

の責任を加えて，主に監査人による内部統制の

評価の対象領域を会計統制として規定したと考

えられる。また， Iある特別な場合には」とい

うフレーズから， Gradyや Mautzの見解も

経営統制で考慮されているものと思われる。

また，監査計画との関係から，監査計画の設

定に影響を及ぼす内部統制の評価の対象領域を

主に会計統制と規定し，基本的には監査計画の

設定に影響を及ぼさないと思われる内部統制の

評価の対象領域を経営統制と規定したのである。

この会計統制の考え方は， Mautzの見解が考

慮されているものと思われる。ただし，この時

期の財務諸表監査の目的は， I適正に表示して

いる」という文言に，重要な虚偽記載がないこ

とを意味するとは解釈されていなかったことに

注意する必要がある。

この SAP29号が示した基本的な見解は，

SAP 33号， SAP 54号に受け継がれた。その後，

資産の保全などのように，会計統制と経営統制

の両方に関係する部分もあり，両者を明確に区

分することが難しい場合が多く存在した。そし

て，監査人の責任をより明確にするためという

関係と，監査計画の設定に影響を及ぼす内部統

制の評価の対象領域を一層明確にするという関

係から，監査人による内部統制の評価の対象領

域はより明確に規定するように工夫された。そ

こで，内部統制について監査人の責任と監査計

画との関係から，経営統制のうち財務諸表の信

頼性に関する部分と会計統制を合わせた内部会

計統制という概念が設定され，これを監査人に

よる評価の対象領域として規定したものと考え

られる九このような考え方は，上で考察した

Gradyや Mautzによる広く捉えた監査人の

責任と監査計画の考え方が考慮されているもの

と思われる。

以上，監査人の責任と監査計画の設定は，財

務諸表監査において監査人による内部統制の評

価の対象領域を規定する要因と考えられる。た

だし，監査人の責任という要因，および監査計

画の設定という要因は，時代に応じて，多少意

味が異なっていることに注意する必要がある。

7)鳥羽(1998，279頁)は， 1"従来の財務諸表監査の枠
組みのもとで内部統制を評価する意義は，もっぱら

監査計画を編成する時点において行われる試査範囲

の合理的な決定に役立つという点におかれていた。

監査人の試査判断に影響を及ぼさないと思われる内

部統制の領域(内部経営統制)と，監査人が試査判

断に直接影響を及ぼす領域(内部会計統制)とを峻

別しようとする考え方は，内部統制の評価に対する

このような立場を反映するものであった」と述べて

いる。
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5.結びと今後の課題

本稿では，監査人による内部統制の評価の対

象領域がどのような要因によって，規定されて

いるのかという点から考察を行った。まず，財

務諸表監査と内部統制との関係を検討し，財務

諸表監査において，内部統制を議論する際に，

監査人による内部統制の評価の対象領域を規定

することが重要であることを示した。さらに，

1949年の特別報告書『内部統制』をめぐる各論

者の見解を中心に，監査人による内部統制の評

価の対象領域がどのように規定されるのかとい

う観点から，監査人による内部統制の評価の対

象領域を規定する要因の導出を行った。

従来，監査人による内部統制の評価の対象領

域は，監査基準書の内部統制概念に焦点を合わ

せて研究されてきた。これに対して本稿は，先

行研究が，どのような要因によって内部統制の

評価の対象領域を規定してきたのかという観点

から，規定する要因の考察を行った。そこでは，

監査人の責任および監査計画の設定という要因

によって，監査人による内部統制の評価の対象

領域は規定されていたと考えられる。

今後は，現代の財務諸表監査における監査人

による内部統制の評価の対象領域が，どのよう

な要因によって規定されているかを考察する必

要がある。監査人による内部統制の評価の対象

領域は，時代に応じて，さまざまに規定される

ものである。したがって，現代の財務諸表監査

における監査人による内部統制の評価の対象領

域は，どのような要因によって規定されている

のかを明らかにする必要があると考えるからで

ある。
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